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農業振興地域の整備に関する法律
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◆平成２５年度実施内容

農業振興地域整備計画を策定し、土地の利用目的を明確にし、農業目的以外の利用を規

制し優良農地の保全に努めるため、農業協同組合役員、農業委員会委員、学識経験者、愛

知県農業改良普及課職員から選出された小牧市農業振興地域整備促進協議会を設置。農

用地への新規編入のほか、やむをえず農用地から除外しようとする案件等は年４回受付と

し、窓口相談・申出書受付・審査業務、小牧市農業振興地域整備促進協議会の開催、議案

付議し、議決後小牧市農業委員会に上申、県への同意申請や公告等を行った。法令により

５年に１度、２年間を要して計画の全体見直しをすることとされており、２５年度は地域概要

や農家意向等を調査する基礎調査を行った。
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目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

農業の健全な発展を図るため、農業振興地域の整備・保全を推進する合理的な土地利用を

図る。
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◆２５年度直接経費の内訳

　　9節　旅費（9千円）

　11節　消耗品費（30千円）

　13節　委託料(5,197千円)

　

◆２６年度直接経費の内訳

　  9節　旅費（39千円）

　11節　消耗品費（98千円）

　13節　委託料（5,400千円）
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事業の

達成状況

農業振興地域整備計画によって、農用地の利用規制による優良農地の保全と、都市

的利用の調整を図った。年４回受付の軽微な変更のほか、法令により概ね５年に１

度、２年をかけ全体計画見直しを行うため、平成２５年度は１年目で基礎調査を、業務

委託して行った。

市役所全体での図面売り上げ代等の見直しにより、農振図面を１部４５０円に値上げ

した。
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整備促進協議会開催
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計画変更は分家住宅等の軽微な変更であっても、県の同意が必要であり、各方面の

調整に期間と知識と技能を要する事務のため、担当職員の養成も容易ではない。

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価
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性性性性

法律や政令・省令によって定められた事務であり、休・廃止できない。

平成２６年度も、昨年の基礎調査に引き続き、専門知識を持つ業者に５年に１度の全

体計画の見直しに関する業務委託を行う。

消費税率の増加に伴い、農振図面を１部460円に値上げした。

計画変更を諮問する小牧市農業振興地域整備促進協議会の委員が、３年に１度の

農業委員の任期満了にともない改選となるため、新委員の選任について調整し、登

用の事務を行う。
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事業を縮小・

廃止したときの

影響

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）
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維　持方向性の判定

農地制度を変更しようとする動きがあるようなので、情勢の変化に注視していきたい。

農振整備計画の変更は県の同意を要する事務であり、各方面の調整に期間と知識と技能を要

する。市内農用地の全体面積の減少と関係なく、個々の市民や企業は、市街化区域より廉価

だからと、保全されている一団の農用地を、開発の余地がある場所として計画する傾向があ

る。農用地面積が年々減っていても、減ることに対する事務が発生し、難易度も高くなってお

り、事務負担は増加傾向にある。そのため最低でも現状維持が必要である。


